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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期

会計期間 ―

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　６月30日

自　平成20年
　　１月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成18年
　　６月１日
至　平成18年
　　12月31日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　12月31日

売上高 (千円)  ― 1,339,8151,227,0691,731,1242,742,334

経常利益又は
経常損失(△）

(千円)  ― △4,062 23,896△119,245 138,960

当期純利益又は
中間(当期)純損失(△) 

(千円)  ― △21,040 △960 △120,438 16,715

純資産額 (千円)  ― 466,474 501,764 491,392 506,969

総資産額 (千円)  ― 1,600,4931,347,3312,031,9211,471,131

１株当たり純資産額 (円)  ― 33,272.9435,909.8635,256.2935,974.04

１株当たり当期純利益
又は1株当たり中間(当
期)純損失(△）

(円)  ― △1,516.12△69.18△8,681.511,204.43

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

(円)  ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％)  ― 28.9 37.0 24.1 33.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円)  ― △60,310 108,376△176,827 135,783

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円)  ― 325,799△115,935△187,729 324,749

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円)  ― △298,438△123,096 79,013△452,096

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円)  ― 685,668 596,399 725,924 727,054

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(人)
―
(―)

96

(54)

100

(65)

89

(84)

102

(63)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第９期、第10期中及び第11期中の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式は存

在するものの１株当たり中間(当期)純損失であるため記載しておりません。

３　第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

４　平成18年８月30日開催の第８期定時株主総会決議により、決算期を５月31日から12月31日に変更しました。

従って、第９期は平成18年６月１日から12月31日の７ヶ月間となっており中間連結決算は行っておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期

会計期間 ―

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　６月30日

自　平成20年
　　１月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成18年
　　６月１日
至　平成18年
　　12月31日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　12月31日

売上高 (千円)  ― 584,335 482,773 686,0791,179,827

経常利益または
経常損失(△）

(千円)  ― 38,656 △9,584 △97,232 135,458

中間(当期)純損失 (千円)  ― 94,730 7,779 90,137 66,434

資本金 (千円)  ― 738,975 438,171 738,975 738,975

発行済株式総数 (株)  ― 13,878 13,878 13,878 13,878

純資産額 (千円)  ― 414,588 433,868 506,712 445,892

総資産額 (千円)  ― 1,199,263942,8251,686,1851,041,600

１株当たり純資産額 (円)  ― 29,534.2131,017.5436,360.1731,573.10

１株当たり中間(当期)
純損失

(円)  ― 6,825.96 560.54 6,497.304,787.06

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

(円)  ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円)  ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％)  ― 34.2 45.7 29.9 42.1

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(人)
―
(─)

38

(43)

42

(54)

36

(65)

40

(47)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第９期、第10期、第10期中、第11期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間（当期）純損失であるため記載しておりません。

３　平成18年８月30日開催の第８期定時株主総会決議により、決算期を５月31日から12月31日に変更しました。

従って、第９期は平成18年６月１日から12月31日の７ヶ月間となっており中間決算は行っておりません。
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２ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社３社により構成されており、「コミュニティサイト」の企画、開発

及び運営を主たる業務としております。

　なお、前連結会計年度において、オンラインゲーム事業を譲渡し、当該事業から撤退したため、当中間連結

会計期間のセグメント情報においては、オンラインゲーム事業は区分を廃止しております。　

　

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

コミュニティ事業・その他事業 44(49)

受託開発事業 53(11)

全社(共通) ３(５)

合計 100(65)

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(契約社員、パートタイマーを含みます。)は当中間連結会計

期間の平均人員を(　)内に外数で記載しております。

２　全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属して

いるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(人) 42(54)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(パートタイマー、契約社員を含みます。)は当中間会計期間の

平均人員を(　)内に外数で記載しております。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当社グループを取り巻くインターネットビジネス市場は、インターネットの利用人口が増加の一途を

たどり、日常に欠かせないメディアとして定着しつつあるため、依然として成長の見込める市場でありま

す。市場規模においても、ASP（Application Service Provider）などのサービスの台頭が、今後の経済成

長に極めて重要な役割を果たしており、さらなる発展が期待されています。

また、モバイル・コンテンツ・フォーラム監修「ケータイ白書2008」によると、ブログやSNSの利用はパ

ソコンからが主流ではあるものの、併せて携帯電話やPHSからウェブサイトやコンテンツを利用している

人は73％にのぼり、携帯SNSの認知度は58.3％に達しています。

このような環境の下、当社グループは引き続きインターネット上でのコミュニティ事業に専念し、内定

者フォローSNS「フレッシャーズ」、学校裏サイト・ネットいじめ対策コンサルティングサービス「ス

クールガーディアン」など既存のコミュニティパッケージにおいては、サービス用途を拡大することで

顧客数と単価の増加を図って参りました。また、高機能化の目覚しい携帯電話でのSNS利用に備え、モバイ

ル市場を意識しつつ、多サービス化も推進して参りました。加えて、平成19年12月、総務省が青少年の携帯

電話使用に対し、有害サイトアクセス制限サービス（フィルタリング）を強化するよう要請したのを受

け、モバイルコンテンツ審査・運用監視機構（EMA）の発起人となり、フィルタリングサービスに関して

も、効果的な周知、啓発を行って参りました。ブログ・SNS・掲示板監視は、投稿監視業務のみに留まらず、

健全なサイトを運営するためのサイト作りを提案し、より安心してインターネットサービスを利用でき

る環境の構築に努めて参りました。

この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高1,227,069千円(前年同期比8.4％減）、営業利益25,961

千円(前年同期比4.9％増)となりました。中間純損失については、子会社のトゥギャザー㈱におけるネッ

トカフェ店舗の撤退に伴う事業整理損失及び減損損失の影響により960千円となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　 ①コミュニティ事業

コミュニティ事業は、前連結会計年度より継続してパッケージ販売に尽力しております。平成19年1月

より販売を開始した「フレッシャーズ」は、販売代理店の拡充や株式会社パフとの事業提携を行いつつ、

金融業界向け内定者フォローサービス、通信教育教材と外部講師によるグループワーク型SNS研修が可能

な「フレッシャーズ・コース　with SNSラーニング」、中小企業向けの「フレッシャーズ ミニマム」な

ど、「フレッシャーズ」シリーズとしての展開も積極的に行い、共通の課題を抱えるお客様に照準を合わ

せて参りました。また、昨今、インターネット上での犯行予告、殺人予告などを示唆した後、凶悪犯罪や悲

惨な殺傷事件に及ぶ傾向が急増したのを受け、当社では投稿監視事業のさらなる監視強化に取り組んで

おります。加えて、社会問題化しているネットいじめに万全と対応するべく、上記「スクールガーディア

ン」事業においても楽天株式会社が運営する自己紹介サイト「前略プロフィール」との連携やダイヤル

サービス株式会社との提携など、業務の拡大を図っております。コンテンツ配信システム「モバリスト」

については、フラッシュゲーム、芸能・スポーツニュース、占い、クイズなど、モバイルサイトのために多

種多様なコンテンツを展開し、競争力の高いコミュニティパッケージを提供したことにより、提供開始以

来、提供社数、売上げ、案件数がともに増加しております。

なお、株式会社アイディーユー、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社、大塚製薬株式会

社、株式会社ぐるなび等からのコミュニティやWebにまつわる受託開発案件につきましても、着実に推移

いたしました。この結果、売上高は610,199千円(前年同期比11.3％減)、営業損益は18,397千円(前年同期

比84.2％減)の利益となりました。
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　　②受託開発事業

当中間連結会計期間は、既存顧客に対する営業状況が堅調であり、既存案件の受託を継続すると共に、

より利益率の高い請負契約への契約形態の転換を進めて参りました。その結果、売上高は順調に推移し

631,437千円(前年同期比1.9％増)、営業損益は19,497千円の利益となりました。

　

③オンラインゲーム事業

前連結会計年度において、オンラインゲーム事業を譲渡し当該事業から撤退したため、当中間連結会計

期間における当該セグメントの区分は表示しておりません。

　

④その他事業

その他の事業につきましては、継続してコミュニティサイト以外のサイト運営及びサーバー回線の貸

与等のランニング収益が推移した結果、売上高64,733千円(前年同期比25.4％増)、営業損益43,693千円

(前年同期比99.5％増)の利益となりました。

　

　 (2) キャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計

年度末に比べ130,655千円減少し、596,399千円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、108,376千円(前年同期は60,310千円の支出）となりました。この主な

要因は、税金等調整前中間純利益が12,898千円となった他、売上債権の減少額63,897千円によるものであ

ります。　　

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、115,935千円(前年同期は325,799千円の収入)となりました。この主な

要因は、ソフトウェアの購入による支出53,225千円及び投資有価証券の取得による支出50,564千円によ

るものであります。　

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、123,096千円(前年同期は298,438千円の支出)となりました。この主な

要因は、長期借入金の返済による支出52,346千円及び社債の償還による支出80,750千円によるものであ

ります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　

(2) 受注実績

該当事項はありません。

　

(3) 販売実績

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

　

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前年同期比(％)

コミュニティ事業(千円) 610,199 △11.3

受託開発事業（千円） 609,932 2.3

その他事業(千円) 6,937 △35.2

合計(千円) 1,227,069 △8.4

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　セグメント間取引については、相殺消去しております。

３　前連結会計年度において、オンラインゲーム事業から撤退しているため、当中間連結会計期間においては区分

を行っておりません。

４　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

相手先

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

伊藤忠テクノソリューションズ　
株式会社(旧　伊藤忠テクノサイエ
ンス株式会社）

260,751 19.4 362,413 29.5

(注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

５ 【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間連

結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

　　　　　　　　　　普通株式 52,836

計 52,836

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年９月19日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

　　普通株式 13,878 13,878
名古屋証券取引所
セントレックス

(注)１

計 13,878 13,878 ― ―

(注) １　完全議決権株式であり、権利の内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２　「提出日現在発行数」欄には、平成20年９月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権(旧商法に基づ

く新株引受権を含む)の行使により発行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議による新株引受権

　(平成12年12月５日臨時株主総会決議)

　

区分
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　　　─ 　　　　　　─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 　70株(注)１(注)２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 200,000円(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成14年５月７日から
平成21年５月６日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　 　200,000円
資本組入額　　 　200,000円

同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時において当社の取
締役又は従業員であることを
要します。但し、取締役が任期
満了により退任した場合は権
利行使可能です。又、権利者の
相続人も行使可能です。その
他の条件は当社と被付与者と
の間で締結する契約に定めま
す。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の譲渡及び質入は認めま
せん

同左

代用払込みに関する事項 　　　　　　─ 　　　　　　─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

　　　　　　─ 　　　　　　─

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失

したものにかかる新株予約権の目的となる株式の数を減じた額です。

２　新株引受権付与後、株式分割等により時価を下回る払込価額で新株を発行する場合には、権利行使価額及び株

数を次に定める算式をもって調整します。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後権利行使価格＝調整前権利行使価格×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

　　行使価額調整式の計算については、円未満小数第１位まで算出し、小数第１位を四捨五入します。

調整後付与株式数＝
調整前付与株式数×１株当たり調整前行使価額

１株当たり調整後行使価額

　　株式数調整式の計算について、１株未満の端数が生ずるときは、端数はこれを切り捨てます。
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商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

①　(平成14年８月28日定時株主総会決議)

　

区分
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 　25個(注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　　　─ 　　　　　　─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 　25株(注)１(注)２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 100,000円(注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成16年10月１日から
平成23年９月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

発行価格　 　　100,000円
資本組入額　　　50,000円

同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時において当社の取
締役又は従業員であることを
要します。但し、取締役が任期
満了により退任した場合は権
利行使可能です。又、権利者の
相続人も行使可能です。その
他の条件は当社と被付与者と
の間で締結する契約に定めま
す。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の譲渡及び質入は認めま
せん

同左

代用払込みに関する事項 　　　　　　─ 　　　　　　─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

　　　　　　─ 　　　　　　─

(注) １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等の理

由により権利を喪失したものにかかる新株予約権の目的となる株式の数を減じた額です。

２　新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使によるものを除

く。)は、次の算式により払い込む金額を調整するものとします。(１円未満の端数は切り上げる。)

既発行株式数＋
新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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②　(平成15年４月１日臨時株主総会決議)

　

区分
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 　10個(注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　　　─ 　　　　　　─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 10株(注)１(注)２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 100,000円(注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成17年５月１日から
平成24年４月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　 　100,000円
資本組入額　　　50,000円

同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時において当社子会
社の取締役又は従業員である
ことを要します。但し、取締役
が任期満了により退任した場
合は権利行使可能です。又、権
利者の相続人も行使可能で
す。その他の条件は当社と被
付与者との間で締結する契約
に定めます。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の譲渡及び質入は認めま
せん

同左

代用払込みに関する事項 　　　　　　─ 　　　　　　─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

　　　　　　─ 　　　　　　─

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失

したものにかかる新株予約権の目的となる株式の数を減じた額です。

２　新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使によるものを除

く。)は、次の算式により払い込む金額を調整するものとします。(１円未満の端数は切り上げます。)

既発行株式数＋
新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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③　(平成17年１月31日臨時株主総会決議)

　

区分
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 　79個(注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　　　─ 　　　　　　─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 79株(注)１(注)２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 150,000円(注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年３月１日から
平成26年２月28日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　 　150,000円
資本組入額　　　75,000円

同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時において役員又は
従業員であることを要しま
す。但し、役員が任期満了によ
り退任した場合は権利行使可
能です。又、権利者の相続人も
行使可能です。その他の条件
は当社と被付与者との間で締
結する契約に定めます。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の譲渡及び質入は認めま
せん

同左

代用払込みに関する事項 　　　　　　─ 　　　　　　─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

　　　　　　─ 　　　　　　─

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失

したものにかかる新株予約権の目的となる株式の数を減じた額です。

２　新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使によるものを除

く。)は、次の算式により払い込む金額を調整するものとします。(１円未満の端数は切り上げます。)

既発行株式数＋
新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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④　(平成17年８月29日定時株主総会決議)

　

区分
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 42個(注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　　　─ 　　　　　　─　　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 42株(注)１(注)２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 436,170円(注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年10月１日から
平成26年９月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　436,170円
資本組入額　　　218,085円

同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時において役員又は
従業員であることを要しま
す。但し、役員が任期満了によ
り退任した場合は権利行使可
能です。又、権利者の相続人も
行使可能です。その他の条件
は当社と被付与者との間で締
結する契約に定めます。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の譲渡及び質入は認めま
せん

同左

代用払込みに関する事項 　　　　　　─ 　　　　　　─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

　　　　　　─ 　　　　　　─

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失

したものにかかる新株予約権の目的となる株式の数を減じた額です。

２　新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使によるものを除

く。)は、次の算式により払い込む金額を調整するものとします。(１円未満の端数は切り上げます。)

既発行株式数＋
新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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⑤　(平成18年８月30日定時株主総会決議)

区分
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 73個(注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　　　─ 　　　　　　─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 73個(注)１(注)２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 300,000円(注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成20年９月１日から
平成22年８月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　300,000円
資本組入額　　　150,000円

同左

新株予約権の行使の条件

取締役又は執行役、関係会社
の取締役及び監査役は任期満
了の時まで在任すること、従
業員並びに関係会社の従業員
は権利行使時まで引き続き取
締役、執行役、監査役若しくは
従業員であることを要しま
す。また権利者の相続人も行
使可能です。その他の条件は
当社と被付与者との間で締結
する契約に定めます。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の譲渡及び質入は認めま
せん

同左

代用払込みに関する事項 　　　　　　─ 　　　　　　─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

　　　　　　─ 　　　　　　─

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失

したものにかかる新株予約権の目的となる株式の数を減じた額です。

２　新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使によるものを除

く。)は、次の算式により払い込む金額を調整するものとします。(１円未満の端数は切り上げます。)

既発行株式数＋
新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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⑥　(平成19年３月29日定時株主総会決議)

区分
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 11個(注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　　　― 　　　　　　─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 11株(注)１(注)２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 300,000円(注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成21年７月１日から
平成23年６月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　300,000円
資本組入額　　　150,000円

同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又
は当社の関係会社の役員又は
従業員であることを要しま
す。但し、役員が任期満了によ
り退任した場合は権利行使可
能です。又、権利者の相続人も
行使可能です。その他の条件
は当社と被付与者との間で締
結する契約に定めます。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は取締役会
の承認を要するものとしま
す。

同左

代用払込みに関する事項 　　　　　　─ 　　　　　　─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

　　　　　　─ 　　　　　　─

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失

したものにかかる新株予約権の目的となる株式の数を減じた額です。

２　新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使によるものを除

く。)は、次の算式により払い込む金額を調整するものとします。(１円未満の端数は切り上げます。)

既発行株式数＋
新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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⑦　(平成20年３月28日定時株主総会決議)

区分
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 650個(注)１ 638個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　　　― 　　　　　　─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 650株(注)１(注)２ 638個(注)１

新株予約権の行使時の払込金額 57,352円(注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成22年４月２日から
平成24年４月１日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　57,352円
資本組入額　　　28,676円

同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又
は当社の関係会社の役員又は
従業員であることを要しま
す。但し、役員が任期満了によ
り退任した場合は権利行使可
能です。又、権利者の相続人も
行使可能です。その他の条件
は当社と被付与者との間で締
結する契約に定めます。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の譲渡及び質入は認めま
せん。

同左

代用払込みに関する事項 　　　　　　─ 　　　　　　─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

　　　　　　─ 　　　　　　─

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失

したものにかかる新株予約権の目的となる株式の数を減じた額です。

２　新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使によるものを除

く。)は、次の算式により払い込む金額を調整するものとします。(１円未満の端数は切り上げます。)

既発行株式数＋
新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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⑧　(平成20年３月28日定時株主総会決議)

区分
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 350個(注)１ 343個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　　　― 　　　　　　─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 350株(注)１(注)２ 343個(注)１

新株予約権の行使時の払込金額 57,352円(注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成23年４月２日から
平成25年４月１日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　57,352円
資本組入額　　　28,676円

同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又
は当社の関係会社の役員又は
従業員であることを要しま
す。但し、役員が任期満了によ
り退任した場合は権利行使可
能です。又、権利者の相続人も
行使可能です。その他の条件
は当社と被付与者との間で締
結する契約に定めます。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の譲渡及び質入は認めま
せん。

同左

代用払込みに関する事項 　　　　　　─ 　　　　　　─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

　　　　　　─ 　　　　　　─

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失

したものにかかる新株予約権の目的となる株式の数を減じた額です。

２　新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使によるものを除

く。)は、次の算式により払い込む金額を調整するものとします。(１円未満の端数は切り上げます。)

既発行株式数＋
新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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(3) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年１月１日～
平成20年６月30日

─ 13,878△300,803438,171△376,052 ─

　　（注）平成20年３月28日開催の定時株主総会における資本金および資本準備金減少決議に基づくその他資本剰余金

への振替であります。

　

(5) 【大株主の状況】

平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

上田　祐司 東京都渋谷区 1,823 13.13

小方　麻貴 東京都中央区 619 4.46

サンブリッジ・テクノロジーファ
ンド2002投資事業有限責任組合

東京都渋谷区恵比寿１-19-19 469 3.37

遠藤　健治 東京都新宿区 438 3.15

加藤　俊男 東京都練馬区 400 2.88

松下　春樹　 奈良県宇陀市 320 2.30

ガイアックス従業員持株会 東京都渋谷区渋谷２-17-５ 259 1.86

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１-８-11 250 1.80

株式会社サン・クロレラ　
京都府京都市下京区烏丸通五条下る大坂町
369番

230 1.65

SEホールディングス・アンド・
インキュベーションズ株式会社

東京都新宿区舟町５ 220 1.58

計 ― 5,028 36.18
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式　13,878　
　

13,878
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 13,878 ― ―

総株主の議決権 ― 13,878 ―

　（注）「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が50株含まれ

　　　　 ております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数

　　　　 50個が含まれております。

② 【自己株式等】

　　　　該当事項はありません。

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 67,000 64,000 64,900 63,000 65,100 105,000

最低(円) 55,000 54,100 46,700 54,000 57,000 61,000

(注)　最高・最低株価は、名古屋証券取引所セントレックスにおけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間

連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等

規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)及び前中間会計期間(平成19

年１月１日から平成19年６月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計期

間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)及び当中間会計期間(平成20年１月１日から平成20年６

月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中間

財務諸表について、ビーエー東京監査法人により中間監査を受けております。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※２ 706,051 631,221 759,439

　２　受取手形及び売掛金 335,575 282,824 346,584

　３　たな卸資産 41,372 34,036 29,163

　４　繰延税金資産 25,702 30,169 28,601

　５　その他 27,102 17,943 17,675

　　　貸倒引当金 △2,547 △1,284 △2,894

　　流動資産合計 1,133,25770.8 994,91073.8 1,178,57080.1

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1)　建物及び構築物 27,037 18,242 16,354

　　(2)　工具器具
　　　　 及び備品

43,322 27,879 30,910

　　(3)　土地 108 70,4684.4 ― 46,1213.4 ― 47,2643.2

　２　無形固定資産

　　(1)　ソフトウェア 50,008 60,649 13,884

　　(2)　のれん 148,348 86,278 124,513

　　(3)　その他 145 198,50212.4 145 147,07310.9 145 138,5439.4

　３　投資その他の資産

　　(1)　投資有価証券 ※３ 72,903 68,195 8,524

　　(2)　敷金保証金 88,403 69,189 80,375

 　（3）繰延税金資産 ― 8,114 7,604

　　(4)　その他 36,962 17,326 14,857

　　　貸倒引当金 △5 198,26512.4 △3,600159,22611.8 △4,609106,7527.3

　　固定資産合計 467,23529.2 352,42126.2 292,56019.9

　　資産合計 1,600,493100.0 1,347,331100.0 1,471,131100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 118,488 134,726 140,890

　２　短期借入金 ※２ 35,006 ― 20,000

　３　一年内返済予定の
　　　長期借入金

101,958 84,920 91,056

　４　一年内償還予定の
　　　社債

184,100 267,500 149,500

　５　未払費用 ― 71,302 76,780

　６　預り金 128,420 44,254 46,520

　７　未払法人税等 6,834 17,411 11,931

　８　その他 132,807 107,865 94,937

　　流動負債合計 707,61444.2 727,98154.0 631,61642.9

Ⅱ　固定負債

　１　社債 358,750 91,250 290,000

　２　長期借入金 66,945 26,335 42,545

　３　その他 709 ― ―

　　固定負債合計 426,40426.6 117,5858.8 332,54522.6

　　負債合計 1,134,01870.8 845,56662.8 964,16165.5

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 738,97546.2 438,17132.5 738,97550.2

　２　資本剰余金 561,04235.1 184,98913.7 561,04238.1

　３　利益剰余金 △ 841,053△ 52.5 △124,873△9.2 △800,769△54.4

　　株主資本合計 458,96328.7 498,28737.0 499,24733.9

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価

　　　差額金
― 69 ―

　　　為替換算調整勘定 2,7980.1 ― 0.0 ― ―

　　評価・換算差額等合計 2,7980.1 69 0.0 ― ―

Ⅲ　新株予約権 4,7120.3 3,4070.2 7,7210.5

　　純資産合計 466,47429.2 501,76437.2 506,96934.5

　　負債純資産合計 1,600,493100.0 1,347,331100.0 1,471,131100.0
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② 【中間連結損益計算書】

　

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 1,339,815100.0 1,227,069100.0 2,742,334100.0

Ⅱ　売上原価 901,44267.3 802,23465.4 1,736,19863.4

　　　売上総利益 438,37232.7 424,83434.6 1,006,13636.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 413,62930.9 398,87332.5 824,63030.0

　　　営業利益 24,7431.8 25,9612.1 181,5066.6

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 610 800 1,399

　２　為替差益 － 849 ー

　３　賃貸収入 1,227 － 1,613

　４　雑収入 2,970 1,795 9,230

　５　その他 832 5,6400.4 32 3,4780.3 832 13,0750.4

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 5,693 3,751 10,109

　２　雑損失 ― 945 ー

　３　公開関連費 201 ― ー

　４　持分法による
　　　投資損失

25,737 ― 37,086

　５　その他 2,814 34,4462.5 845 5,5420.4 8,424 55,6212.0

　　　経常利益又は経常

　　　損失(△）
△4,062△0.3 23,8962.0 138,9605.0

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※２ 21,999 8,571 14,056

　２　貸倒引当金戻入益 1,060 1,488 ―

　３　新株予約権戻入益 ― 23,0601.7 8,157 18,2171.5 ― 14,0560.5

Ⅶ　特別損失

　１　賠償金 30,000 ― 32,625

　２　子会社整理損失 ※３ 7,172 ― ー

　３　事業整理損失 ※４ 6,937 14,791 ー

　４　投資有価証券評価損 ー 10 1,489

　５　ゲーム事業撤退損失 ※５ ー ― 65,381

　６　固定資産除却損 ー 13 23,061

　７　減損損失 ※６ ー 14,400 ー

　８　その他 87 44,1983.2 ― 29,2152.4 5,910128,4684.6

　　　税金等調整前中間
　　　(当期)純利益又は
　　　中間純損失(△)

△25,199△1.8 12,8981.1 24,5490.9

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

5,255 15,936 10,353

　　　法人税等調整額 △9,414△4,159△0.3 △2,078 13,8581.1 △2,519 7,8340.3

　　　中間(当期)純利益又

　　　は純損失(△）
△21,040△1.6 △960 0.0 16,7150.6
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）

株主資本
評価・換算

差額等
新株予約権 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
為替換算
調整勘定

平成18年12月31日残高（千円） 738,975561,042△820,013480,0049,282 2,105491,392

中間連結会計期間中の変動額

　中間純損失 △21,040△21,040 △21,040

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

△6,484 2,607△3,877

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

－ － △21,040△21,040△6,484 2,607△24,917

平成19年６月30日残高（千円） 738,975561,042△841,053458,9632,798 4,712466,474

　

当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

株主資本
評価・換算

差額等
新株予約権 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
その他有価
証券評価差
額金

平成19年12月31日残高（千円） 738,975561,042△800,769499,247 － 7,721506,969

中間連結会計期間中の変動額

　欠損補填による減資 △300,803 300,803 － －

　欠損補填による

　資本準備金の取崩
△376,052376,052 － －

　中間純損失 △960 △960 △960

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

69 △4,314△4,245

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

△300,803△376,052675,896 △960 69 △4,314△5,205

平成20年６月30日残高（千円） 438,171184,989△124,873498,287 69 3,407501,764

　

前連結会計年度(自平成19年１月１日 至平成19年12月31日）

株主資本
評価・換算

差額等
新株予約権 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
為替換算
調整勘定

平成18年12月31日残高（千円） 738,975561,042△820,013480,0049,282 2,105491,392

連結会計年度中の変動額

　当期純利益 16,715 16,715 16,715

　連結除外に伴う剰余金の増加高 2,528 2,528 2,528

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

△9,282 5,615△3,666

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

－ － 19,243 19,243△9,282 5,61515,576

平成19年12月31日残高(千円） 738,975561,042△800,769499,247 － 7,721506,969
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

　　税金等調整前中間(当期)
　　純利益又は中間純損失(△)

△25,199 12,898 24,549

　　　減価償却費 23,218 15,921 45,316

　　　のれんの償却額 25,735 38,235 49,570

　　　株式報酬費用 2,607 3,843 5,615

　　　長期前払費用の減少額 4,089 814 4,241

　　　貸倒引当金の増減額
　　　(減少:△)

△1,060 △2,618 3,891

　　　固定資産売却益 △21,999 △8,571 △14,056

　　　固定資産除却損 ― 13 23,061

　　　受取利息及び受取配当金 △642 △832 △1,431

　　　支払利息 5,693 3,751 10,109

　　　持分法による投資損失 25,737 ― 37,086

　　　投資有価証券評価損 ― 10 1,489

　　　事業整理損失 6,937 ― ―

　　　子会社整理損失 5,948 ― ―

　　　ゲーム事業撤退損失 ― ― 64,157

　　　売上債権の減少額 46,180 63,897 35,171

　　　たな卸資産の減少額 43,277 △4,872 55,486

　　　仕入債務の減少額 △30,255 △6,163 △5,030

　　　未払金の減少額 ― △492 △81,641

　　　預り金の減少額 ― △2,265 △118,913

　　　未払消費税等の増加額 2,149 △19,569 14,598

　　　新株予約権戻入益 ― △8,157 ―

　　　営業保証金の返還による
　　　収入

― 8,850 ―

　　　その他 △163,403 28,103 △3,118

　　　　小計 △50,987 122,797 150,153

　　　利息及び配当金の受取額 147 818 904

　　　利息の支払額 △5,403 △3,946 △9,827

　　　法人税等の支払額 △4,066 △11,292 △5,447

　　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

△60,310 108,376 135,783
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

　　　事業譲渡による収入 268,000 ― 268,000

　　　定期預金の払戻による
　　　収入

10,000 ― 21,800

　　　定期預金の預入による
　　　支出

△16,001 △7,236 △33,203

　　　投資有価証券の取得による
　　　支出

― △50,564 ―

　　　投資有価証券の売却による
　　　収入

10,000 ― 10,000

　　　有形固定資産の取得による
　　　支出

△11,780 △6,808 △26,349

　　　無形固定資産の取得による
　　　支出

△2,014 △53,225 △7,363

　　　固定資産の売却による
　　　収入

47,406 ― 58,192

　　　短期貸付金の増減額
　　　(増加:△）

△822 609 △115

　　　長期貸付けによる支出 △3,385 △400 △8,055

　　　長期貸付金の回収による
　　　収入

37,447 1,515 38,367

　　　保証金の差入による支出 △13,051 ― △4,801

　　　保証金の返還による収入 ― 174 8,277

　　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

325,799 △115,935 324,749

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

　　　短期借入金の増減額 △149,996 △20,000 △165,002

　　　長期借入金の借入による
　　　収入

― 30,000 20,000

　　　長期借入金の返済に
　　　よる支出

△55,092 △52,346 △110,394

　　　社債の償還による支出 △93,350 △80,750 △196,700

　　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

△298,438 △123,096 △452,096

Ⅳ　現金及び現金同等物に
　　係る換算差額

△7,307 ― △7,307

Ⅴ　現金及び現金同等物の
　　増減額

△40,256 △130,655 1,129

Ⅵ　現金及び現金同等物の
　　期首残高

725,924 727,054 725,924

Ⅶ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

※ 685,668 596,399 727,054
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　連結の範囲に関す

る事項

子会社についてはすべて連

結しております。

連結子会社の数……３社

連結子会社の名称

　㈱電縁

　㈱GT-Agency

　トゥギャザー㈱　

なおGaiaX Korea Co.,Ltd.

は当中間連結会計期間中に

清算が結了したため、連結

の範囲から除外しておりま

すが、清算結了日までの損

益取引及び資金取引は連結

しております。

子会社についてはすべて連

結しております。

連結子会社の数……３社

連結子会社の名称

　㈱電縁

　㈱GT-Agency

　トゥギャザー㈱

子会社についてはすべて

連結しております。

連結子会社の数……３社

連結子会社の名称

　㈱電緑

　㈱GT-Agency

　トゥギャザー㈱

なおGaiaX Korea Co.,Ltd.
は当連結会計期間中に清算
が結了したため、連結の範
囲から除外しております
が、清算結了日までの損益
取引及び資金取引は連結し
ております。

２　持分法の適用に関

する事項

(１)持分法適用の関連

会社数

持分法適用の関連会社数

１社

関連会社名

　APE Inc.

　─────────

 

 

 

持分法適用の関連会社数

０社

なお当連結会計年度におい

てAPE Inc.は、Asia

Pacific　Online Service

Co.,Incとの合併により持

分法適用の範囲から除いて

おりますが、合併までの損

益は持分法を適用しており

ます。

 

(２）持分法を適用し

ない関連会社数

持分法を適用していない関

連会社（㈱バイリンガル

パートナーズ）は、中間純

損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法

の対象から除いても中間連

結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため持分

法の適用範囲から除外して

おります。

持分法を適用しない関連会

社数　２社 

持分法非適用会社名 

㈱バイリンガルパートナー

ズ 

㈱メールdeギフト

　㈱バイリンガルパート

ナーズについては、中間純

損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金等（持分に見合

う額）に及ぼす影響が軽微

であるため、持分法の適用

範囲から除外しておりま

す。

　㈱メールdeギフトについ

ては、中間連結決算日にお

いて、議決権の100分の20以

上を自己の計算において所

有しておりますが、平成20

年７月31日に保有株式全部

を売却したことにより、一

時所有と認められるため、

持分法の適用範囲から除外

しております。

持分法を適用しない関連会

社数　１社

持分法非適用会社名

㈱バイリンガルパートナー

ズ

　当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金等（持

分に見合う額）に及ぼす影

響が軽微であるため、持分

法の適用範囲から除外して

おります。

３　連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

すべての連結子会社の中間

決算日は、中間連結決算日

と一致しております。

　　　　　同左 すべての連結子会社の決算

日は12月31日であり連結決

算日と一致しております。

EDINET提出書類

株式会社ガイアックス(E05497)

半期報告書

28/63



　

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

４　会計処理基準に関

する事項

　(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

(イ)たな卸資産

　　仕掛品

　　　個別法による原価法

(イ)たな卸資産

同左

(イ)たな卸資産

同左

(ロ)有価証券

　　その他の有価証券

（イ）時価のあるもの　　　

　　　───────　

 

(ロ)有価証券

　その他の有価証券

（イ）時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は、全部純資産直入法によ

り処理)　

(ロ)有価証券

その他の有価証券

（イ）時価のあるもの

───────

（ロ）時価のないもの 

移動平均法による原価法

（ロ）時価のないもの 

　　　　同左

（ロ）時価のないもの 

　　　　　同左

  (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

(イ）有形固定資産

①　平成19年３月31日以

前に取得したもの

旧定率法によってお

ります。

(イ）有形固定資産

主として定率法

　なお、主な耐用年数は次の

通りであります。

(イ）有形固定資産

①　平成19年３月31日以前

に取得したもの

　旧定率法によっておりま

す。

②　平成19年４月１日以

降に取得したもの

定率法によっており

ます。

なお、主な耐用年数

は次のとおりでありま

す。

建物

・・・・・８～47年

工具器具及び備品

・・・・・４～15年

建物

　・・・・８～15年

　工具器具及び備品

　・・・・４～15年

②　平成19年４月１日以　　　

降に取得したもの

　　　定率法によってお

　　ります。

　なお、主な耐用年数

は次のとおりでありま

す。

建物

・・・・・８～47年

工具器具及び備品

・・・・・４～15年

(追加情報)

　法人税の改正に伴い、当中

間連結会計期間から、平成

19年３月31日以前に取得し

たものについては、償却可

能限度額まで償却が終了し

た翌年から５年間で均等償

却する方法によっておりま

す。

　当該変更に伴う損益に与

える影響は、軽微でありま

す。

(ロ）無形固定資産 (ロ）無形固定資産 (ロ）無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用

分）

社内における利用可能期間

に基づく定額法によってお

ります。

同左 同左

ソフトウェア（市場販売目

的）

残存有効期間（最長３年）

に基づく定額法によってお

ります。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　  (3) 重要な引当金の計
上基準

(イ）貸倒引当金

　債権の貸し倒れよる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

(イ）貸倒引当金

         同左

（イ）貸倒引当金

        同左

　(4) 重要な外貨建の

資産及び負債の

本邦通貨への換

算基準

　外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理し

ております。なお在外子会

社等の資産及び負債は、中

間連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し,換算

差額は純資産の部における

為替換算調整勘定に含めて

計上しております。

　外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理し

ております。

　外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。

 

  (5) 重要なリース取

引の処理方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

　(6) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための重要な

事項

(イ）消費税等の会計処理

　消費税の会計処理は税抜

方式によっており、仮受消

費税と仮払消費税は相殺の

うえ、未払消費税として表

示しております。

(イ）消費税等の会計処理

同左

(イ）消費税等の会計処理

同左

５　中間連結キャッ

シュ・フロー計算

書(連結キャッ

シュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

手許現金、随時引き出し可

能な預金および容易に換金

可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。

同左 同左
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

（有形固定資産の減価償却の方法）

　当社及び国内子会社は、当中間連結

会計期間より、法人税法の改正

〔（所得税法等の一部を改正する法

律　平成19年３月30日　法律第６号）

及び（法人税法施行令の一部を改正

する政令　平成19年３月30日　政令第

83号）〕に伴い、平成19年４月１日

以降に取得したものについては、改

正後の法人税法に基づく方法に変更

しております。

　これによる損益への影響は軽微で

あります。

　

　　　────────── （有形固定資産の減価償却の方法）

 

　当社及び国内子会社は、当連結会計

年度より、法人税法の改正〔（所得

税法等の一部を改正する法律　平成

19年３月30日　法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正する

政令　平成19年３月30日　政令第83

号）〕に伴い、平成19年４月１日以

降に取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく方法に変更し

ております。 

　これによる損益への影響は軽微で

あります。 

 

　

　　(表示方法の変更）

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

（中間連結貸借対照表） （中間連結貸借対照表） 

「敷金保証金」は前連結会計年度末は投資その他の資産

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連

結会計期間末において資産の総額の100分の５を超えた

ため区分掲記しました。 

　なお、前連結会計年度末の「敷金保証金」の金額は

75,552千円であります。

　「未払費用」は前中間連結会計期間において流動負債

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連

結会計期間において負債及び純資産の合計額の100分の

５を超えたため区分掲記しました。なお、前中間連結会計

期間の「未払費用」の金額は52,456千円であります。

(中間連結損益計算書)

　前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

営業外費用の「公開関連費」は、重要性が減少したため、

当中間連結会計期間は「その他」に含めて表示しており

ます。なお、当中間連結会計期間の「公開関連費」は201

千円であります。
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

前中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度
(平成19年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

112,704千円
 

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

64,685千円
 

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

55,640千円
 

※２　担保に供している資産は次の

とおりであります。

現金及び預金 5,400千円
 

※２　　────────
 

※２　　────────
 

　　　担保付債務は次のとおりであり

ます。

短期借入金 10,000千円
 

　　　
　

　　
　

※３　非連結子会社及び関連会社に

対するものは次のとおりであ

ります。

投資有価証券
(株式）

70,009千円

 

※３　非連結子会社及び関連会社に

対するものは次のとおりであ

ります。

投資有価証券
(株式）

9,000千円

 

　※３　　────────

　

(中間連結損益計算書関係)

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通り

であります。

役員報酬 47,564千円

給与及び手当 138,879千円

地代家賃 43,491千円

のれん償却額 19,035千円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通り

であります。

役員報酬 48,951千円

給与及び手当 153,934千円

のれん償却額 19,035千円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通り

であります。

役員報酬 93,662千円

給与及び手当 280,449千円

のれん償却額 38,070千円

 

※２　固定資産売却益の内容は、次の

とおりであります。

建物及び土地 21,999千円

 

※２　固定資産売却益の内容は、次の

とおりであります。

ソフトウェア 8,571千円

 

※２　固定資産売却益の内容は、次の

とおりであります。

建物及び土地 14,056千円

 

※３　子会社整理損失は、連結子会社

のGaiax Korea Co.,Ltd.の清算

に伴い発生した固定資産除却損

5,935千円、清算手数料等7,251

千円、為替換算調整勘定他6,014

千円であります。

 

※３　　　──────── ※３　　────────

※４　事業整理損失は、オンライン

ゲーム事業の撤退に伴いオンラ

インゲーム事業を分社化し新設

承継会社の株式を売却したこと

による売却益23,828千円、ゲー

ムライセンス料の一括償却額

32,666千円、ゲームサイトの売

却益1,900千円であります。

 

※４　事業整理損失は、子会社のトゥ

ギャザー㈱においてネットカ

フェ店舗の撤退に伴い発生した

費用14,791千円であります。

 

※４　　────────
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前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※５　　──────── ※５　　──────── ※５　ゲーム事業撤退損失の内訳

ゲーム事業整理
損失

6,937千円

子会社清算損失 7,172千円

持分法による投
資損失

51,270千円

計 65,381千円

　なお、持分法による投資損失は、オン
ラインゲーム事業を行っていた関連会
社APE　Inc.において、親会社との合併
に伴う事業計画の見直しにより計上さ
れた減損損失等の持分相当額でありま
す。

※６　　──────── ※６　減損損失

当社グループは、以下の資産グルー
プについて減損損失を計上しまし
た。

用途 種類 場所
金額
(百万円)

遊休 のれん 本社 14,400

(経緯)
　上記のれんについては、コミュニ
ティ事業用として取得しましたが、
需要の落ち込み等により現在は遊休
資産となっております。今後も将来
の収益性が見込まれないため減損損
失を認識いたしました。
(グルーピングの方法）
　事業の種類別を基準にグルーピン
グを行っております。将来の使用が
見込まれていない遊休資産について
は個別にグルーピングを行っており
ます。
(回収可能価額の算定方法等）
　正味売却価額

※６　　────────
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 13,878 ― ― 13,878

　
　

　２ 自己株式に関する事項

該当事項はございません。
　

　３ 新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間
末残高
（千円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結
会計期間末

提出会社

平成18年ストックオ
プションとしての新
株予約権

─ ― ― ― ― 4,632

平成19年ストックオ
プションとしての新
株予約権

─ ― ― ― ― 80

合計 ― ― ― ― 4,712

(注) 目的となる株式の数は、記載を省略しております。
　
　４ 配当に関する事項

　　　該当事項はございません。
　

　

　

当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 13,878 ― ― 13,878

　
　

　２ 自己株式に関する事項

該当事項はございません。
　

　３ 新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間
末残高
（千円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結
会計期間末

提出会社

平成18年ストックオ
プションとしての新
株予約権

─ ― ― ― ― 1,194

平成19年ストックオ
プションとしての新
株予約権

─ ― ― ― ― 38

平成20年ストックオ
プションとしての新
株予約権

─ ― ― ― ― 1,545

平成20年ストックオ
プションとしての新
株予約権

─ ― ― ― ― 628

合計 ― ― ― ― 3,407

(注) 目的となる株式の数は、記載を省略しております。
　
　４ 配当に関する事項

　　　該当事項はございません。
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前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　１発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 13,878 ― ― 13,878

　

　２ 自己株式に関する事項

　　　　該当事項はございません。

　

　３ 新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結
会計年度
末残高
（千円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社

平成18年ストックオ
プションとしての新
株予約権

─ ― ― ― ― 7,159

平成19年ストックオ
プションとしての新
株予約権

─ ― ― ― ― 562

合計 ― ― ― ― 7,721

(注) 目的となる株式の数は、記載を省略しております。

　

　　４ 配当に関する事項

　　　　該当事項はございません。

　

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※　現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成19年６月30日現在)

現金及び預金勘定 706,051千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△20,383千円

現金及び
現金同等物

685,668千円

※　現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成20年６月30日現在)

現金及び預金勘定 631,221千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△34,822千円

現金及び
現金同等物

596,399千円

※　現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成19年12月31日現在)

現金及び預金勘定 759,439千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△32,385千円

現金及び
現金同等物

727,054千円
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(リース取引関係)

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(借主側)

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

 

(借主側)

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

 

(借主側)

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

工具器具及
び備品

(千円)

取得価額
相当額

12,604

減価償却
累計額相当額

1,565

中間期末残高
相当額

11,038

工具器具及
び備品

(千円)

取得価額
相当額

12,604

減価償却
累計額相当額

4,086

中間期末残高
相当額

8,517

工具器具及
び備品

(千円)

取得価額
相当額

12,604

減価償却
累計額相当額

2,825

期末残高
相当額

9,778

 

　②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 2,426千円

１年超 8,690千円

　合計 11,116千円

 

　②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 2,491千円

１年超 6,198千円

　合計 8,690千円

 

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,458千円

１年超 7,452千円

　合計 9,911千円

 

　③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,345千円

減価償却費
相当額

1,260千円

支払利息相当額 156千円

 

 

　③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,345千円

減価償却費
相当額

1,260千円

支払利息相当額 124千円

 

 

　③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 2,691千円

減価償却費
相当額

2,520千円

支払利息相当額 297千円

 
 

　④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

 

 

　④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

同左

 

　④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

同左

　　　利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息

法によっております。

 

　　　利息相当額の算定方法

同左

　　　利息相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前中間連結会計期間末(平成19年６月30日現在)

１　時価評価されていない主な有価証券の内容

区分

前中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

中間連結貸借対照表計上額(千円)

(1) 満期保有目的の債券

　　公社債 ―

(2) その他有価証券

　　非上場株式 72,903

合計 72,903

　

当中間連結会計期間末(平成20年６月30日現在)

　 　１　時価のある有価証券

区分

取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額
(千円)

　　その他有価証券 50,564 50,681 116

合計 50,564 50,681 116

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内容

区分

当中間連結会計期間末
(平成20年６月30日)

中間連結貸借対照表計上額(千円)

(1) 満期保有目的の債券

　　公社債 ―

(2) その他有価証券

　　非上場株式 17,513

合計 17,513

　

前連結会計年度末(平成19年12月31日現在)

１　時価評価されていない主な有価証券の内容

区分

前連結会計年度末
(平成19年12月31日)

連結貸借対照表計上額(千円)

(1) 満期保有目的の債券

　　公社債 ―

(2) その他有価証券

　　非上場株式 8,524

合計 8,524
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(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間(自平成19年１月１日　至平成19年６月30日)、当中間連結会計期間(自平成20年

１月１日　至平成20年６月30日)及び前連結会計年度(自平成19年１月１日　至平成19年12月31日)

当社グループは、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

　前中間連結会計期間(自平成19年１月１日　至平成19年６月30日)

１．前中間連結会計期間における費用計上額及び科目名

　　　　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　　　　　　2,607千円

　

２.　前中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容及び規模

会社名 提出会社

決議年月日 平成19年３月29日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　 11名　 当社従業員　 37名
子会社取締役 ２名　 子会社従業員 １名

株式の種類及び付与数　(株） 普通株式　300

付与日 平成19年６月20日

権利確定条件
付与日から権利確定日まで継続して勤務していること、取締
役及び執行役等は任期満了の時まで在任すること。

対象勤務期間 平成19年６月20日～平成21年６月30日

権利行使期間 平成21年７月１日～平成23年６月30日

権利行使価格　(円） 300,000

付与日における公正な評価単価（円） 9,180
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　当中間連結会計期間(自平成20年１月１日　至平成20年６月30日)

１．当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名

　　　　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　　　　　　3,843千円

　　　　新株予約権戻入益　　　　　　　　　　　　　　　　8,157千円

　

２.　当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容及び規模

会社名 提出会社

決議年月日 平成20年３月28日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　 10名　 当社従業員　 49名
子会社取締役 １名　 子会社従業員 ３名

株式の種類及び付与数　(株） 普通株式　650

付与日 平成20年４月１日

権利確定条件
付与日から権利確定日まで継続して勤務していること、取締
役及び執行役等は任期満了の時まで在任すること。

対象勤務期間 平成20年４月１日～平成22年４月１日

権利行使期間 平成22年４月２日～平成24年４月１日

権利行使価格　(円） 57,352

付与日における公正な評価単価（円） 27,182

　

会社名 提出会社

決議年月日 平成20年３月28日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　 10名　 当社従業員　 47名
子会社取締役 １名　 子会社従業員 ３名

株式の種類及び付与数　(株） 普通株式　350

付与日 平成20年４月１日

権利確定条件
付与日から権利確定日まで継続して勤務していること、取締
役及び執行役等は任期満了の時まで在任すること。

対象勤務期間 平成20年４月１日～平成23年４月１日

権利行使期間 平成23年４月２日～平成25年４月１日

権利行使価格　(円） 57,352

付与日における公正な評価単価（円） 30,778
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　前連結会計年度(自平成19年１月１日　至平成19年12月31日)

１．前連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　　 5,615千円

　

２．前連結会計年度に付与したストック・オプションの内容及び規模

会社名 提出会社

決議年月日 平成19年３月29日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　 11名　 当社従業員　 37名
子会社取締役 ２名　 子会社従業員 １名

株式の種類及び付与数　(株） 普通株式　300

付与日 平成19年６月20日

権利確定条件
付与日から権利確定日まで継続して勤務していること、取締
役及び執行役等は任期満了の時まで在任すること。

対象勤務期間 平成19年６月20日～平成21年６月30日

権利行使期間 平成21年７月１日～平成23年６月30日

権利行使価格　(円） 300,000

付与日における公正な評価単価（円） 9,180
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自平成19年１月１日　至平成19年６月30日)

コミュニ
ティ事業
(千円)

受託開発
事業
(千円)

オンライン
ゲーム事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

687,679596,41945,01410,7021,339,815－ 1,339,815

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

－ 22,965 － 40,90063,865(63,865) －

計 687,679619,38445,01451,6021,403,680(63,865)1,339,815

　　営業費用 571,478633,23569,73229,6991,304,14510,925 1,315,071

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

116,201△13,850△24,71821,90299,534(74,790)24,743

(注) １　事業区分の方法

サービスの種類・性質、販売市場の類似性等により、コミュニティ事業、受託開発事業、オンラインゲーム

事業、その他事業に区分しております。

２　各区分に属する主要な製品

コミュニティ事業・・・・ブログ、ＳＮＳ、ライセンス販売など提供ソフトウェアのカスタマイズ等コ

ミュニティにかかるソリューションの提供

受託開発事業・・・・・・システム開発業務

オンラインゲーム事業・・オンラインゲームの開発、提供

その他事業・・・・・・・上記以外の付随事業

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は74,790千円であり、その主なものは親会社

の管理部門費であります。
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当中間連結会計期間(自平成20年１月１日　至平成20年６月30日)

コミュニ
ティ事業
(千円)

受託開発
事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

610,199609,9326,9371,227,069― 1,227,069

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

― 21,50457,79679,310(79,301) ―

計 610,199631,43764,7331,306,370(79,301)1,227,069

　　営業費用 591,801611,93921,0401,224,781(23,674)1,201,107

　　営業利益 18,39719,49743,69381,588(55,627)25,961

(注) １　事業区分の方法

サービスの種類・性質、販売市場の類似性等により、コミュニティ事業、受託開発事業、その他事業に区分

しております。

２　各区分に属する主要な製品

コミュニティ事業・・・・ブログ、ＳＮＳ、ライセンス販売など提供ソフトウェアのカスタマイズ等コ

ミュニティにかかるソリューションの提供

受託開発事業・・・・・・システム開発業務

その他事業・・・・・・・上記以外の付随事業

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は55,775千円であり、その主なものは親会社

の管理部門費であります。

４　前連結会計年度において、オンラインゲーム事業部門の売却により、オンラインゲーム事業からは完全に撤退

しております。
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　　　前連結会計年度(自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

コミュニ
ティ事業
(千円)

受託開発
事業
(千円)

オンライン
ゲーム事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

1,438,5941,243,32045,01415,4062,742,334－ 2,742,334

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

－ 49,315 － 78,750128,065(128,065)－

計 1,438,5941,292,63545,01494,1562,870,399(128,065)2,742,334

　　営業費用 1,174,3751,257,71069,73249,2122,551,0319,7972,560,828

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

264,21834,924△24,71844,943319,368(137,862)181,506

(注) １　事業区分の方法

サービスの種類・性質、販売市場の類似性等により、コミュニティ事業、受託開発事業、オンラインゲーム事

業、その他事業に区分しております。

２　各区分に属する主要な製品

コミュニティ事業・・・・ブログ、ＳＮＳ、ライセンス販売など提供ソフトウェアのカスタマイズ等コミュ

ニティにかかるソリューションの提供

受託開発事業・・・・・・システム開発業務

オンラインゲーム事業・・オンラインゲームの開発、提供

その他事業・・・・・・・上記以外の付随事業

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は137,714千円であり、その主なものは親会社

の管理部門費であります。

　

　

　

【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自平成19年１月１日　至平成19年６月30日)

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地

別セグメント情報の記載を省略しております。

当中間連結会計期間(自平成20年１月１日　至平成20年６月30日)

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

前連結会計年度(自平成19年１月１日　至平成19年12月31日)

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地

別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前中間連結会計期間(自平成19年１月１日　至平成19年６月30日)、当中間連結会計期間(自平成20年

１月１日　至平成20年６月30日)及び前連結会計年度(自平成19年１月１日　至平成19年12月31日)にお

いては、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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　（企業結合等関係）

前中間連結会計期間(自平成19年１月１日　至平成19年６月30日)、当中間連結会計期間(自平成20年１

月１日　至平成20年６月30日）及び前連結会計年度(自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　　　該当事項はございません。

　

(１株当たり情報)
　

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 33,272.94円１株当たり純資産額 35,909.86円１株当たり純資産額 35,974.04円

１株当たり
中間純損失金額

1,516.12円
１株当たり
中間純損失金額

69.18円
１株当たり
当期純利益金額

1,204.43円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

は存在するものの１株当たり中間純

損失であるため記載しておりませ

ん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

は存在するものの１株当たり中間純

損失であるため記載しておりませ

ん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式がないため

記載しておりません。

　

　(注)算定上の基礎

　　１．１株当たり純資産額

前中間連結会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成19年12月31日）

中間連結貸借対照表(連結貸借
対照表）の純資産の部の合計額
(千円)

466,474 501,764 506,969

普通株式に係る純資産額(千円) 461,761 498,356 499,247

差額の主な内訳(千円)
　新株予約権

4,712 3,407 7,721

普通株式の発行済株式数(株) 13,878 13,878 13,878

普通株式の自己株式数(株) ─ ─ ─

１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式の数(株)

13,878 13,878 13,878

　
　

２．１株当たり当期純利益金額又は中間純損失金額

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当期純利益又は中間純損失
(△)(千円)

△21,040 △960 16,715

普通株主に帰属しない金額
(千円)

─ ─ ─

普通株式に係る当期純利益又は
中間純損失(△)(千円)

△21,040 △960 16,715

期中平均株式数(株) 13,878 13,878 13,878

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間

(当期)純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

新株引受権２種類(新

株引受権の目的となる

株式の数349株)及び新

株予約権６種類(新株

予約権の数1,630個)。

新株引受権１種類(新

株引受権の目的となる

株式の数70株)及び新

株予約権８種類(新株

予約権の数1,240個)。

新株引受権２種類(新

株引受権の目的となる

株式の数332株)及び新

株予約権６種類(新株

予約権の数1,564個)。
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(重要な後発事象)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　APE Inc.の異動について

　　当社の出資先である台湾法人APE

Inc.(以下APE　　社）とAPE社の筆

頭株主であるAsia Pacific

Online Service Co.,Inc.(以下

APOL社)が統合することについて、

平成19年８月29日当社とAPOL社と

の間で「統合契約覚書」を締結い

たしました。

　　これにより、当社はAPOL社の株式

を保有することとなるため持分法

の範囲の変更となる見込みです。

─────────────── ───────────────
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　

前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 530,092 317,582 439,356

　２　受取手形 1,953 1,569 875

　３　売掛金 138,863 89,467 131,568

　４　仕掛品 1,627 5,339 14,039

　５　前払費用 8,256 7,916 5,875

　６　短期貸付金 1,783 181 790

　７　関係会社貸付金 19,454 42,865 42,847

　８　未収入金 12,201 1,200 5,431

　９　繰延税金資産 24,861 27,396 27,396

　１０その他 3,724 4,230 9,429

　　　貸倒引当金 △461 △55 △482

　　流動資産合計 742,35761.9 497,69452.8 677,13065.0

Ⅱ　固定資産

　(1) 有形固定資産 ※１

　　１　建物 7,128 6,068 6,554

　　２　工具、器具
　　　　及び備品

40,868 25,131 29,260

　　　有形固定資産合計 47,9964.0 31,1993.3 35,8153.4

　(2) 無形固定資産

　　１　ソフトウェア 49,273 60,256 13,346

　　２　のれん 24,000 ― 19,200

　　　無形固定資産合計 73,2736.1 60,2566.4 32,5463.1

　(3) 投資その他の資産

　　１　関係会社株式 155,924 110,901 109,021

　　２　投資有価証券 2,894 59,195 1,404

　　３　関係会社
　　　　長期貸付金

140,472 147,607 148,023

　　４　長期貸付金 1,527 2,016 3,659

    ５　長期前払費用 167 83 114

　　６　保証金 35,020 33,929 34,279

　　　　貸倒引当金 △369 △59 △394

　　　投資その他の
　　　資産合計

335,63628.0 353,67437.5 296,10828.4

　　　固定資産合計 456,906 38.1 445,13047.2 364,47035.0

　　　資産合計 1,199,263100.0 942,825100.0 1,041,600100.0
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前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 29,814 28,889 33,792

　２　一年内返済予定の
　　　長期借入金

60,798 23,000 44,136

　３　一年内償還予定の
　　　社債

162,500 267,500 137,500

　４　未払金 17,279 10,651 13,759

　５　未払費用 38,396 42,262 41,104

　６　未払法人税等 3,198 2,620 4,264

　７　未払消費税等 8,716 4,037 12,206

　８　前受金 115 40,541 12,790

　９　預り金 101,043 18,106 19,653

　10　その他 1,062 97 ―

　　流動負債合計 422,92435.3 437,70646.4 319,20730.6

Ⅱ　固定負債

　１　社債 338,750 71,250 270,000

　２　長期借入金 23,000 ― 6,500

　　固定負債合計 361,75030.2 71,2507.6 276,50026.5

　　負債合計 784,67465.4 508,95654.0 595,70757.2

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 738,97561.6 438,17146.5 738,97570.9

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 376,052 ― 376,052

　　　資本剰余金合計 376,05231.4 ― ― 376,05236.1

　３　利益剰余金

　　(1) その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 △705,152 △7,779 △676,856

　　　利益剰余金合計 △705,152△58.8 △7,779△0.8 △676,856△65.0

　　　株主資本合計 409,87534.2 430,39245.6 438,17142.1

Ⅱ　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差

　　額金
― 69 0.0 ―

Ⅲ　新株予約権 4,7120.4 3,4070.4 7,7210.7

　　純資産合計 414,58834.6 433,86846.0 445,89242.8

　　負債純資産合計 1,199,263100.0 942,825100.0 1,041,600100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 584,335100.0 482,773100.0 1,179,827100.0

Ⅱ　売上原価 303,99952.0 241,93350.1 578,22349.0

　　　売上総利益 280,33548.0 240,83949.9 601,60451.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 246,48142.2 257,74953.4 483,83641.0

　　　営業利益又は
　　　営業損失(△)

33,8545.8 △16,909△3.5 117,76810.0

Ⅳ　営業外収益 ※１ 11,3041.9 10,2882.1 27,8462.4

Ⅴ　営業外費用 ※２ 6,5021.1 2,9630.6 10,1550.9

　　　経常利益又は
　　　経常損失(△)

38,6566.6 △9,584△2.0 135,45811.5

Ⅵ　特別利益 ※３ 590 0.1 17,3603.6 623 0.1

Ⅶ　特別損失
※４

※５
132,35722.6 14,4103.0 202,36617.2

　　　税引前中間(当期)
　　　純損失

93,110△15.9 6,634△1.4 66,284△5.6

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

1,620 1,145 2,685

　　　法人税等調整額 ─ 1,6200.3 ─ 1,1450.2 △2,534 150 0.0

　　　中間(当期)純損失 94,730△16.2 7,779△1.6 66,434△5.6
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）

株主資本

新株予約権 純資産合計

資本金

 資本剰余金 利益剰余金

 株主資本

合計
資本準備金

 資本剰余金

合計

 その他
利益剰余金

繰越

利益剰余金

平成18年12月31日残高(千円） 738,975376,052376,052△610,421504,6062,105506,712

中間会計期間中の変動額

　中間純損失 △94,730△94,730 △94,730

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

2,607 2,607
 

中間会計期間中の変動額合計(千円) － － － △94,730△94,7302,607△92,123

平成19年６月30日残高(千円) 738,975376,052376,052△705,152409,8754,712414,588

　

当中間会計期間(自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

株主資本
評価・換算

差額等

新株予約権 純資産合計

資本金

 資本剰余金 利益剰余金

 株主資本

合計
資本準備金

 資本剰余金

合計

 その他
利益剰余金

その他有価

証券評価差

額金
繰越

利益剰余金

平成19年12月31日残高

(千円）
738,975376,052376,052△676,856438,171 － 7,721445,892

中間会計期間中の変動額

  欠損填補による減資 △300,803 300,803 － －

  欠損填補による

　資本準備金の取崩
△376,052△376,052376,052 － －

　中間純損失 △7,779△7,779 △7,779

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

69 △4,314△4,245

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△300,803△376,052△376,052669,957△7,779 69 △4,314△12,024

平成20年６月30日残高(千円)438,171 － － △7,779430,392 69 3,407433,868
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前事業年度(自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

株主資本

新株予約権 純資産合計

資本金

 資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計
資本準備金

資本剰余金

合計

その他

利益剰余金

 繰越

利益剰余金

平成18年12月31日残高(千円） 738,975376,052376,052△610,421504,6062,105506,712

事業年度中の変動額

　当期純損失 △66,434△66,434 △66,434

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額(純額)

5,615 5,615

事業年度中の変動額合計(千円) － － － △66,434△66,4345,615△60,819

平成19年12月31日残高(千円） 738,975376,052376,052△676,856438,1717,721445,892

EDINET提出書類

株式会社ガイアックス(E05497)

半期報告書

51/63



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

　①子会社株式及び関連会

社株式

　　移動平均法に基づく原価

法

(1) 有価証券

　①子会社株式及び関連会

社株式

同左

(1) 有価証券

　①子会社株式及び関連会

社株式

同左

②その他有価証券

　 時価のあるもの
　　　──────

②その他有価証券

　　時価のあるもの
　中間決算日の市場価格等
に基づく時価法(評価差額
は、全部純資産直入法によ
り処理）

②その他有価証券

　　時価のあるもの
　　　　──────

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

同左 同左

(2) たな卸資産 (2) たな卸資産 (2) たな卸資産

　　仕掛品

　　　個別法による原価法

同左 同左

２　固定資産の減価償

却の方法

 

有形固定資産

　①平成19年３月31日以前

に取得したもの

　　　旧定率法

　②平成19年４月１日以後

に取得したもの

　　　定率法

　　なお、主な耐用年数は以

下の通りであります。

　　建物　　　　８～15年

　　工具器具及び備品

４～15年

 

有形固定資産

　定率法
　なお、主な耐用年数は以
　下のとおりであります。
　建物　　　　　８～15年
　工具器具及び備品
　　　　　　　　４～15年　

有形固定資産

　①平成19年３月31日以前

に取得したもの

　旧定率法

　②平成19年４月１日以後

に取得したもの

　定率法

　なお、主な耐用年数は以下

の通りであります。

　建物　　　８～15年

　工具器具及び備品

　　　　　　４～15年

無形固定資産

(1) ソフトウェア

　①自社利用分

　　社内における利用可能期

間に基づく定額法に

よっております。

　②市場販売目的

　　残存有効期間(最長３年)

に基づく定額法によっ

ております。

(2) のれん

　　５年間の定額法

無形固定資産

(1) ソフトウェア

　①自社利用分

同左

　

　

　②市場販売目的

同左

　

　

(2) のれん

同左

無形固定資産

(1) ソフトウェア

　①自社利用分

同左

　

　

　②市場販売目的

同左

　

　

(2) のれん

同左

３　引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

４　外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

　外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。

　　　　　同左　 　外貨建金銭債権債務は、決

算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。

５　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引にかかる方

法に準じた会計処理によっ

ております。

 

同左

 

同左

６　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税の会計処理は税抜

方式によっており、仮受消

費税と仮払消費税は相殺の

上、未払消費税等として表

示しております。

消費税等の会計処理

同左

消費税の会計処理

同左

　

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更

　(会計処理方法の変更）
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(有形固定資産の減価償却の方法）

　当中間会計期間より、法人税法の改

正〔(所得税法等の一部を改正する

法律　平成19年３月30日　法律第６

号)及び(法人税法施行令の一部を改

正する政令　平成19年３月30日　政令

第83号)〕に伴い、平成19年４月１日

以降に取得したものについては、改

正後の法人税法に基づく方法に変更

しております。

　これによる損益への影響は軽微で

あります。

　

　　　─────────── (有形固定資産の減価償却の方法） 

　当会計年度より、法人税法の改正

〔(所得税法等の一部を改正する法

律　平成19年３月30日　法律第６号)

及び(法人税法施行令の一部を改正

する政令　平成19年３月30日　政令第

83号)〕に伴い、平成19年４月１日以

降に取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく方法に変更し

ております。 

　これによる損益への影響は軽微で

あります。 

 

注記事項

(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末
(平成19年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額は、82,463千円であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計

額は、52,279千円であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計

額は、44,464千円であります。
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(中間損益計算書関係)

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 3,199千円

経営管理料 5,600千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 2,974千円

経営管理料 5,320千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 6,719千円

経営管理料 10,400千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 1,426千円

社債利息 1,911千円

社債保証料 948千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 280千円

社債利息 1,881千円

社債保証料 600千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 2,000千円

社債利息 3,959千円

社債保証料 1,681千円

※３　特別利益の主要項目

貸倒引当金戻入益 590千円

※３　特別利益の主要項目

貸倒引当金戻入益 631千円

ソフトウェア  
売却益

8,571千円

新株予約権戻入
益

8,157千円

※３　特別利益の主要項目

貸倒引当金戻入益 623千円
 

※４　特別損失の主要項目

関係会社株式
評価損

59,854千円
 

賠償金 30,000千円
 

子会社整理損失 35,565千円

事業整理損失 6,937千円

※４　特別損失の主要項目

減損損失 14,400千円
 

 

※４　特別損失の主要項目

ゲーム事業撤退
損失

149,260千円
 

賠償金 32,625千円

固定資産除却損 18,991千円

※５　　───────── ※５　減損損失

　当社グループは、以下の資産グルー
プについて減損損失を計上しまし
た。

用途 種類 場所
金額
(百万円)

遊休 のれん 本社 14,400

(経緯) 
　上記のれんについては、コミュニ
ティ事業用として取得しましたが、
需要の落ち込み等により現在は遊休
資産となっております。今後も将来
の収益性が見込まれないため減損損
失を認識いたしました。 
(グルーピングの方法） 
　事業の種類別を基準にグルーピン
グを行っております。将来の使用が
見込まれていない遊休資産について
は個別にグルーピングを行っており
ます。 
(回収可能価額の算定方法等） 
　正味売却価額
 

※５　　─────────

６　減価償却実施額 ６　減価償却実施額 ６　減価償却実施額

有形固定資産 8,901千円

無形固定資産 18,685千円

有形固定資産 8,009千円

無形固定資産 11,114千円

有形固定資産 21,116千円

無形固定資産 31,788千円

　　　

　

(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自平成19年１月１日　至平成19年６月30日)、当中間会計期間(自平成20年１月１日　至平成

20年６月30日)及び前事業年度(自平成19年１月１日　至平成19年12月31日)

　　　該当事項はございません。
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(リース取引関係)

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(借主側)

　①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

 

(借主側)

　①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

 

(借主側)

　①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

工具器具及
び備品

(千円)

取得価額
相当額

12,604

減価償却
累計額相当額

1,565

中間期末残高
相当額

11,038

工具器具及
び備品

(千円)

取得価額
相当額

12,604

減価償却
累計額相当額

4,086

中間期末残高
相当額

8,517

工具器具及
び備品

(千円)

取得価額
相当額

12,604

減価償却
累計額相当額

2,825

期末残高
相当額

9,778

 

　②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 2,426千円

１年超 8,690千円

合計 11,116千円

 

　②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 2,491千円

１年超 6,198千円

合計 8,690千円

 

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,458千円

１年超 7,452千円

合計 9,911千円

 

　③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,345千円

減価償却費相当額 1,260千円

支払利息相当額 156千円

 

 

　③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,345千円

減価償却費相当額 1,260千円

支払利息相当額 124千円

 

 

　③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 2,691千円

減価償却費相当額 2,520千円

支払利息相当額 297千円

 

　④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

　　　・リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法に

よっております。

 

 

　④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　同左

 

　④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　同左

　　　利息相当額の算定方法

　　　・リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利

息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法

によっております。

 

　　　利息相当額の算定方法

　　　　　　　同左

　　　利息相当額の算定方法

　　　　　　　同左
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(有価証券関係)

前中間会計期間(自平成19年１月１日　至平成19年６月30日)、当中間会計期間(自平成20年１月１日　至

平成20年６月30日)及び前事業年度(自平成19年１月１日　至平成19年12月31日)における子会社株式及び

関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

　（企業結合等関係）

前中間会計期間(自平成19年１月１日　至平成19年６月30日)、当中間会計期間(自平成20年１月１日　至

平成20年６月30日)及び前事業年度(自平成19年１月１日　至平成19年12月31日)

　該当事項はございません。

　

(１株当たり情報)

　　中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

　

(重要な後発事象)

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１  APE Inc.の異動について

　　当社の出資先である台湾法人APE

Inc.(以下APE　　社）とAPE社の筆

頭株主であるAsia Pacific

Online Service Co.,Inc.(以下

APOL社)が統合することについて、

平成19年８月29日当社とAPOL社と

の間で「統合契約覚書」を締結い

たしました。

　　これにより、当社はAPOL社の株式

を保有することとなるため持分法

の範囲の変更となる見込みです。

　　　─────────        ─────────
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度(第10期)(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)平成20年３月31日関東財務局

　長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年９月27日

株式会社ガイアックス

取　締　役　会　御中

　

ビーエー東京監査法人
　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　原　　伸之　　　　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　若槻　　明　　　　　　㊞

　

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ガイアックスの平成19年1月1日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成19年1月1日から平成19年6月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財

務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を

中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果

として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社ガイアックス及び連結子会社の平成19年6月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成19年1月1日から平成19年6月30日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

追記情報

１．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、関連会社APE Inc.と同社の筆頭株主であ

るAsia Pacific Online Service Co., Inc.（以下APOL社）が統合することに関して、APOL社と統合契約覚書

を締結している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年９月19日

株式会社ガイアックス

取　締　役　会　御中

　

ビーエー東京監査法人
　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　原　　伸之　　　　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　若槻　　明　　　　　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ガイアックスの平成20年1月1日から平成20年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成20年1月1日から平成20年6月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を

中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果

として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社ガイアックス及び連結子会社の平成20年6月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成20年1月1日から平成20年6月30日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年９月27日

株式会社ガイアックス

取　締　役　会　御中

　

ビーエー東京監査法人
　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　原　　伸之　　　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　若槻　　明　　　　　㊞

　

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ガイアックスの平成19年1月1日から平成19年12月31日までの第10期事業年度の中間会計期間

（平成19年1月1日から平成19年6月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とし

た監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中

間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ガイアックスの平成19年6月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成19年1月1日から平成19年6月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。

追記情報

１．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、関連会社APE Inc.と同社の筆頭株主であ

るAsia Pacific Online Service Co., Inc.（以下APOL社）が統合することに関して、APOL社と統合契約覚書

を締結している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年９月19日

株式会社ガイアックス

取　締　役　会　御中

　

ビーエー東京監査法人
　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　原　　伸之　　　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　若槻　　明　　　　　㊞

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ガイアックスの平成20年1月1日から平成20年12月31日までの第11期事業年度の中間

会計期間（平成20年1月1日から平成20年6月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とし

た監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中

間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ガイアックスの平成20年6月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成20年1月1日から平成20年6月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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